
【２－１１（経済産業省）】 

電気用品安全法（昭 36 法 234）に基づく電気用品の製造・輸入業者（一

の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴収、立入検

査等 
 

移譲対象事務・権限 

○ 電気用品の製造・輸入業者（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報

告徴収（電気用品安全法第 45 条第 1項）、立入検査（同法第 46 条第 1項）、製品提出命令

（同法第 46 条の 2第 1項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

届出の受理等 ４，７６９ ５，３２１ ６，１６１

報告徴収・立入検査・製品提出命令 ６５ ６８ ５７

改善命令、表示禁止命令の執行 ０ ０ ０
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

○ 電気用品安全法の執行を都道府県の事務とすることにより、都道府県間で事業者への対

応の違いが生じれば、全国的に均一な規制（検査、処分等）ができなくなり、 

（イ）違反事業者が規制の緩い地域へ集中する、 

（ロ）同一製品による事故が都道府県を跨って生じた場合に適切な対応ができない、 

といった事態が増加。一部の都道府県における安全水準が下がり、消費者の生命や財産の

被害を伴う製品事故が生じる可能性があり、国全体での均一・公平な安全対策が図れなく

なる。このため、製品安全に係る規制は国内で統一的に運用される必要がある。 

○ 電気用品の流通は単一都道府県に閉じるものではないため、技術基準不適合品の販売が

判明した場合、当該製品が、一つの都道府県内のみで販売されている可能性は低い。製品

事故が生じた場合、事故が発生した場所と製造・輸入事業者の事務所・事業所等の所在地

が同じである可能性も低い。国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与えないように

するには、違反対応（違反事業者への改善命令や技術基準不適合品に係る表示禁止命令、

及びそれらに伴う事実検証や改善指導等）を迅速かつ全国一律に行うことが必要。 

○ また、電気用品安全法の執行に当たっては、同法の規制スキームに加え、特定電気用品

及び特定以外の電気用品を合わせ 500 近い規制対象製品の技術基準等に深い知見を持ち、

不適合製品に対して適切な改善指導を行う必要がある。なお、各局とも少人数の習熟した

担当者で対応しているところ、各都道府県で執行を行うためには、それぞれの都道府県が

一定数の担当者を配置することが必要であり、非効率である。 

○ なお、規制をより機動的に執行するため、一の都道府県内にのみ事務所・事業所等が存

在する製造業者・輸入業者への報告徴収及び立入検査の権限を、事務所・事業所等の所在

地を管轄する都道府県にも付与（並行権限）することを検討。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収、立入検査といった調査権限に加

えて、届出、改善命令等の権限を移譲すべき。

 

・規制をより機動的に執行するために、一の

都道府県内にのみ事務所・事業所等が存在す

る製造業者・輸入業者への報告徴収及び立入

検査の権限を、事務所・事業所等の所在地を

管轄する都道府県にも付与することを検討

するが、全国的に均一な規制を行い、国全体

95



【２－１１（経済産業省）】 

での均一・公平な安全対策を図る必要がある

ため、届出・改善命令等の権限については移

譲しない。 

・販売事業者に対する事務については、現行

法令では報告徴収、立入検査の権限にとどま

っているが、改善命令等の処分権限を移譲す

べき。 

・全国的に均一な規制を行い、国全体での均

一・公平な安全対策を図る必要があるため、

改善命令等の権限については移譲しない。 

・権限移譲後の国による並行権限行使につい

ては、国民の利益を保護する緊急の必要があ

る場合等に限るべき。 

・技術基準不適合品の販売等が判明した場合、

国内のすべての消費者の生命や財産に危害

を与えないようにするには、違反対応を迅速

に行い、全国一律に消費者への危害を防止す

ることが必要であるため、全国一律の法の運

用を図る観点から必要な場合には並行権限

を行使する。 

・市においても販売事業者等の報告徴収、立

入検査を実施していることから、当該市につ

いても移譲先とすることを検討することが

必要。 

・報告徴収、立入検査については、検討中。

届出、改善命令等については、全国的に均一

な規制を行い、国全体での均一・公平な安全

対策を図る必要があるため、届出・改善命令

等の権限については移譲しない。 
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【２－１２（経済産業省）】 

 

家庭用品品質表示法（昭 37 法 104）に基づく家庭用品の製造業者・販売

業者（卸売業者に限る。）・表示業者（一の都道府県の区域内のみにある

ものに限る。）に対する報告徴収、立入検査 
 

移譲対象事務・権限 

○ 家庭用品の製造業者・販売業者（卸売業者に限る。）・表示業者（一の都道府県の区域内

のみにあるものに限る。）に対する報告徴収、立入検査（家庭用品品質表示法第 19 条第 1

項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度

指示、公表 ０ １ ０

申出受理、調査 ０ ０ ０

報告徴収・立入検査 ０ ０ ０
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

○ 家庭用品品質表示法の執行を都道府県の事務にすることにより、都道府県間で事業者へ

の対応の違いが生じれば、全国的に均一な規制（検査、処分等）ができなくなり、 

（イ）違反事業者が規制の緩い地域へ集中する、 

（ロ）同一製品による事故が都道府県を跨って生じた場合に適切な対応ができない、 

といった事態が増加。一部の都道府県における品質表示が適切に行われなくなることで、

家庭用品の表示に混乱が生じ、国全体での均一・公平な品質表示が図れなくなる。このた

め、家庭用品の品質表示に係る規制は国内で統一的に運用される必要がある。 

○ 家庭用品の流通は単一都道府県に閉じるものではないため、品質に関する表示の不正が

判明した場合、当該製品が、一つの都道府県内のみで販売されている可能性は低い。国内

のすべての消費者の生命や財産に危害を与えないようにするには、違反対応（製造・販売

（卸売業者）に対する報告徴収・立入検査・指示等）を迅速かつ全国一律に行うことが必

要。 

○ また、家庭用品品質表示法の執行に当たっては、同法の規制スキームに加え、繊維製品、

合成樹脂加工品、電気機械器具、雑貨工業品といった多様な規制対象製品の表示項目につ

いて詳細な知見を持ち、不適合製品に対して適切な改善指導を行う必要がある。各局とも

少人数の習熟した担当者で対応しているところ、各都道府県で執行を行うためには、それ

ぞれの都道府県が一定数の担当者を育成し、それぞれ配置することが必要であり、非効率

である。 

○ なお、規制をより機動的に執行するため、一の都道府県内にのみ事務所・事業所等が存

在する製造業者・表示業者・販売業者への報告徴収及び立入検査の権限を、事務所・事業

所等の所在地を管轄する都道府県にも付与（並行権限）することを検討。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収、立入検査といった調査権限に加

えて、指示、公表等の処分権限を移譲すべき。

【経済産業省】 

・指示については検討中である。なお、公表

については内閣総理大臣の権限であるため、

当省で判断できるものではない。 
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【２－１２（経済産業省）】 

 

【消費者庁】 

・法執行の観点から、「公表」は、「指示」に

従わない違反業者について行うものであり、

迅速性及び実効性が求められる。したがっ

て、今回「指示」の権限が移譲される場合に

おいては、対象表示業者に対する「公表」の

権限移譲の必要性は認められる。 

・卸売業者を除く販売業者に対する事務につ

いては、現行法令で報告徴収、立入検査、指

示、公表といった権限が都道府県知事に認め

られているが、卸売業者に対する事務につい

ても同様に移譲すべき。 

【経済産業省】 

・指示については検討中である。なお、公表

については内閣総理大臣の権限であるため、

当省で判断できるものではない。 

【消費者庁】 

・法執行の観点から、「公表」は、「指示」に

従わない違反業者について行うものであり、

迅速性及び実効性が求められる。したがっ

て、今回「指示」の権限が移譲される場合に

おいては、対象表示業者に対する「公表」の

権限移譲の必要性は認められる。 

・権限移譲後の国による並行権限行使につい

ては、国民の利益を保護する緊急の必要があ

る場合等に限るべき。 

【経済産業省】 

・表示の標準に不適合な製品の販売等が判明

した場合、国内のすべての消費者の生命や財

産に喫外を与えないようにするには、違反対

応を迅速に行い、全国一律に消費者への危害

を防止することが必要であるため、全国一律

の法の運用を図る観点から必要な場合には

並行権限を行使する。 

【消費者庁】 

・消費者安全の確保等は、地域毎に異なるべ

きではなく、全国において等しく確保される

べきものであるため、適時適切に実施するこ

とが可能な人員体制が各自治体に整備され

るとともに自治体間における広域的な連携

体制が整備されない限り、移譲後において

も、並行権限の行使を認めるべきである。 

また、上記整備がされた後でも、対象とな

る企業が複数の都道府県にわたって事業展

開しているなど、迅速かつ全国一律の法運用

を図る観点等から、国が執行する方がより効

果的と考えられる場合には並行権限の行使

を認めるべきである。 

・市においても販売事業者等の報告徴収、立

入検査を実施していることから、当該市につ

いても移譲先とすることを検討することが

必要。 

【経済産業省】 

・報告徴収、立入検査については、検討中。

表示に関する命令については、内閣総理大臣

の権限であるため、当省で判断できるもので
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【２－１２（経済産業省）】 

 

はない。 
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【２－１３（経済産業省）】 

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭 42 法 149）

に基づく液化石油ガス器具等の製造・輸入業者（一の都道府県の区域内

のみにあるものに限る。）に対する報告徴収、立入検査等 
 

移譲対象事務・権限 

○ 液化石油ガス器具等の製造・輸入業者（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）

に対する報告徴収（液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第 82 条第 1

項）、立入検査（同法第 83 条第 1項）、製品提出命令（同法第 83 条の 2第 1項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

届出の受理等 ２４３ ２２９ ２４２

報告徴収・立入検査・製品提出命令 １ ０ ０

改善命令、表示禁止命令の執行 ０ ０ ０
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

○ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の執行を都道府県の事務とす

ることにより、都道府県間で事業者への対応の違いが生じれば、全国的に均一な規制（検

査、処分等）ができなくなり、 

（イ）違反事業者が規制の緩い地域へ集中する、 

（ロ）同一製品による事故が都道府県を跨って生じた場合に適切な対応ができない、 

といった事態が増加。一部の都道府県における安全水準が下がり、消費者の生命や財産

の被害を伴う製品事故が生じる可能性があり、国全体での均一・公平な安全対策が図れ

なくなる。このため、製品安全に係る規制は国内で統一的に運用される必要がある。 

○ 液化石油ガス器具等の流通は単一都道府県に閉じるものではないため、技術基準不適合

品の販売が判明した場合、当該製品が、一つの都道府県内のみで販売されている可能性は

低い。製品事故が生じた場合、事故が発生した場所と製造・輸入事業者の事務所・事業所

等の所在地が同じである可能性も低い。例えば、液化石油ガス燃焼機器は北日本で多く使

われるが、製造工場の多くは中部地方等、必ずしも主たる消費地区ではない範囲に位置し

ている。国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与えないようにするには、違反対応

（違反事業者への改善命令や技術基準不適合品に係る表示禁止命令、及びそれらに伴う事

実検証や改善指導等）を迅速かつ全国一律に行うことが必要。 

○ また、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律の執行に当たっては、

同法の規制スキームに加え、液化石油ガスに係る燃焼機器から供給機器まで、規制対象製

品の技術基準等に深い知見を持ち、不適合製品に対して適切な改善指導を行う必要がある。

各局とも少人数の担当者で対応しているところ、各都道府県で執行を行うためには、それ

ぞれの都道府県が一定数の担当者を配置することが必要であり、非効率である。 

○ なお、規制をより機動的に執行するため、一の都道府県内にのみ事務所・事業所等が存

在する製造業者・輸入業者への報告徴収及び立入検査の権限を、事務所・事業所等の所在

地を管轄する都道府県にも付与（並行権限）することを検討。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収、立入検査といった調査権限に加

えて、届出、改善命令等の権限を移譲すべき。

・規制をより機動的に執行するために、一の

都道府県内にのみ事務所・事業所等が存在す
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【２－１３（経済産業省）】 

る製造業者・輸入業者への報告徴収及び立入

検査の権限を、事務所・事業所等の所在地を

管轄する都道府県にも付与することを検討

するが、全国的に均一な規制を行い、国全体

での均一・公平な安全対策を図る必要がある

ため、届出・改善命令等の権限については移

譲しない。 

・液化石油ガス器具等販売事業者に対する事

務については、現行法令では報告徴収、立入

検査の権限にとどまっているが、改善命令等

の処分権限を移譲すべき。 

・全国的に均一な規制を行い、国全体での均

一・公平な安全対策を図る必要があるため、

改善命令等の権限については移譲しない。 

・権限移譲後の国による並行権限行使につい

ては、国民の利益を保護する緊急の必要があ

る場合等に限るべき。 

・技術基準不適合品の販売等が判明した場合、

国内のすべての消費者の生命や財産に危害

を与えないようにするには、違反対応を迅速

に行い、全国一律に消費者への危害を防止す

ることが必要であるため、全国一律の法の運

用を図る観点から必要な場合には並行権限

を行使する。 

・市においても販売事業者等の報告徴収、立

入検査を実施していることから、当該市につ

いても移譲先とすることを検討することが

必要。 

・報告徴収、立入検査については、検討中。

届出、改善命令等については、全国的に均一

な規制を行い、国全体での均一・公平な安全

対策を図る必要があるため、届出・改善命令

等の権限については移譲しない。 
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【２－１４（経済産業省）】 

 

消費生活用製品安全法（昭 48 法 31）に基づく消費生活用製品の製造・輸

入業者（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴

収、立入検査等 
 

移譲対象事務・権限 

○ 消費生活用製品の製造・輸入業者（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対

する報告徴収（消費生活用製品安全法第 40 条第 1項）、立入検査（同法第 41 条第 1項）、

製品提出命令（同法第 42 条第 1項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度

届出の受理等 ３８３ ４０６ ３５１

報告徴収・立入検査・製品提出命令 ９ ３ ４

改善命令、表示禁止命令の執行 ０ ０ ０
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

○ 消費生活用製品安全法の執行を都道府県の事務とすることにより、都道府県間で事業者

への対応の違いが生じれば、全国的に均一な規制（検査、処分等）ができなくなり、 

（イ）違反事業者が規制の緩い地域へ集中する、 

（ロ）同一製品による事故が都道府県を跨って生じた場合に適切な対応ができない、 

といった事態が増加。一部の都道府県における安全水準が下がり、消費者の生命や財産の

被害を伴う製品事故が生じる可能性があり、国全体での均一・公平な安全対策が図れなく

なる。このため、製品安全に係る規制は国内で統一的に運用される必要がある。 

○ 消費生活用製品の流通は単一都道府県に閉じるものではないため、技術基準不適合品の

販売が判明した場合、当該製品が、一つの都道府県内のみで販売されている可能性は低い。

製品事故が生じた場合、事故が発生した場所と製造・輸入事業者の事務所・事業所等の所

在地が同じである可能性も低い。国内のすべての消費者の生命や財産に危害を与えないよ

うにするには、違反対応（違反事業者への改善命令や技術基準不適合品に係る表示禁止命

令、及びそれらに伴う事実検証や改善指導等）を迅速かつ全国一律に行うことが必要。 

○ また、消費生活用製品安全法の執行にあたっては、同法の規制スキームに加え、石油燃

焼機器、浴室用温水循環器、ライター等、多様な規制対象製品の技術基準等に深い知見を

持ち、不適合製品に対して適切な改善指導を行う必要がある。各局とも少人数の習熟した

担当者で対応しているところ、各都道府県で執行を行うためには、それぞれの都道府県が

一定数の担当者を育成し、それぞれ配置することが必要であり、非効率である。 

○ なお、規制をより機動的に執行するため、一の都道府県内にのみ事務所・事業所等が存

在する製造業者・輸入業者への報告徴収及び立入検査の権限を、事務所・事業所等の所在

地を管轄する都道府県にも付与（並行権限）することを検討。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収、立入検査といった調査権限に加

えて、届出、改善命令等の権限を移譲すべき。

・規制をより機動的に執行するために、一の

都道府県内にのみ事務所・事業所等が存在す

る製造業者・輸入業者への報告徴収及び立入

検査の権限を、事務所・事業所等の所在地を

管轄する都道府県にも付与することを検討
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【２－１４（経済産業省）】 

 

するが、全国的に均一な規制を行い、国全体

での均一・公平な安全対策を図る必要がある

ため、届出・改善命令等の権限については移

譲しない。 

・販売事業者に対する事務については、現行

法令では報告徴収、立入検査の権限にとどま

っているが、改善命令等の処分権限を移譲す

べき。 

・全国的に均一な規制を行い、国全体での均

一・公平な安全対策を図る必要があるため、

改善命令等の権限については移譲しない。 

・権限移譲後の国による並行権限行使につい

ては、国民の利益を保護する緊急の必要があ

る場合等に限るべき。 

・技術基準不適合品の販売等が判明した場合、

国内のすべての消費者の生命や財産に危害

を与えないようにするには、違反対応を迅速

に行い、全国一律に消費者への危害を防止す

ることが必要であるため、全国一律の法の運

用を図る観点から必要な場合には並行権限

を行使する。 

・市においても販売事業者等の報告徴収、立

入検査を実施していることから、当該市につ

いても移譲先とすることを検討することが

必要。 

・報告徴収、立入検査については、検討中。

届出、改善命令等については、全国的に均一

な規制を行い、国全体での均一・公平な安全

対策を図る必要があるため、届出・改善命令

等の権限については移譲しない。 
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【２－１５（経済産業省）】 

 

揮発油等の品質の確保等に関する法律（昭 51 法 88）に基づく揮発油販売

業者等（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴

収、立入検査 
 

移譲対象事務・権限 

○ 揮発油販売業者、軽油販売業者及び灯油販売業者（一の都道府県の区域内のみにあるも

のに限る。）に対する報告徴収、立入検査（揮発油等の品質の確保等に関する法律第 20 条

第 1項、第 2 項、第 4項、第 5 項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

受付業務件数 ２７，３１５ １６，７８４ ２４，２７４

立入検査件数 ５４７ ３２４ ２３２
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

○ 揮発油等に異物が混入した場合、被害が都道府県を越えて全国的に広がることから、全

国の販売所等に対する統一的な緊急措置としての指示等が必要となるが、都道府県のみが

行う場合、全国的に緊急的な指示等の実施に著しい支障が生じる。また、原因の究明にお

いても、同様に輸入された港から事業所までの広範囲に渡る調査を早急に行う必要がある

ことから、揮発油の品質確保に係る業務は引き続き国が行わなければ、迅速な対応に著し

い支障が生じる。 

○ ただし、例えば、経済産業局と都道府県との間で報告等を行う仕組みとするなど、並行

権限とすることにより事業者の追加的負担が生じることのないよう制度的に担保すること

を前提に、給油所等事業所が一の都道府県にある揮発油販売業者、軽油販売業者及び灯油

販売業者の報告徴収・立入検査権限（指示等の処分は除く）については、当該給油所等事

業所が所在する都道府県に付与することを検討する。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・揮発油販売業者については、報告徴収、立

入検査といった調査権限に加えて、登録、指

示、公表等の権限を移譲すべき。 

・石油製品の品質確保は、場合によって火災

や事故といった重大な事態を引き起こす恐

れがあることから、国民の生命・安全を守る

観点からも適正な法執行を進めていく必要

がある。 

特に近年、県域をまたいだ複数のＳＳを経

営する広域販売業者の増加しているなか、例

えば、同一のタンクローリーが、同一県内の

みで経営するＳＳと複数県域をまたいで経

営するＳＳの両者に配送することもあるが、

品質に問題が認められた場合には、両事業者

に対して同時に販売停止の指示等の処分を

行う必要があるとともに、全国的な流通経路

を遡った実態調査も踏まえて、統一的かつ広

域的に迅速に処分を実施しないと、仮に、灯

油引火点が低く、すぐにでも発火事故が懸念
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【２－１５（経済産業省）】 

 

される製品が複数の都道府県の複数のＳＳ

に同時配送された事態が発生した場合には、

甚大な影響が生じかねず、迅速な対応が極め

て重要になる。 

こうした一刻を争うような事態が発生した

場合、各都道府県が個々に対応していては統

一的対応がとれず、結果として緊急時対応が

遅れ、被害を拡大させてしまうことが懸念さ

れることから、国の権限の下で、統一的対応

の中で迅速に販売業者への指示、公表といっ

た対応にあたる必要がある。 

また、こうした広域的な事案に迅速に対応

していくためには、ＳＳの情報管理を各都道

府県で個別に管理するのではなく、国が一元

的に集約管理することが必要であり、効率性

の観点からも一元的な管理が必要不可欠。し

たがって、登録、指示、公表等といった権限

を移譲することは不可能。 

・軽油販売業者及び灯油販売業者については

報告徴収、立入検査といった調査権限に加え

て、指示、公表等の処分権限を移譲すべき。

・石油製品の品質確保は、場合によって火災

や事故といった重大な事態を引き起こす恐

れがあることから、国民の生命・安全を守る

観点からも適正な法執行を進めていく必要

がある。 

特に近年、県域をまたいだ複数のＳＳを経

営する広域販売業者の増加しているなか、例

えば、同一のタンクローリーが、同一県内の

みで経営するＳＳと複数県域をまたいで経

営するＳＳの両者に配送することもあるが、

品質に問題が認められた場合には、両事業者

に対して同時に販売停止の指示等の処分を

行う必要があるとともに、全国的な流通経路

を遡った実態調査も踏まえて、統一的かつ広

域的に迅速に処分を実施しないと、仮に、灯

油引火点が低く、すぐにでも発火事故が懸念

される製品が複数の都道府県の複数のＳＳ

に同時配送された事態が発生した場合には、

甚大な影響が生じかねず、迅速な対応が極め

て重要になる。 

こうした一刻を争うような事態が発生した

場合、各都道府県が個々に対応していては統

一的対応がとれず、結果として緊急時対応が

遅れ、被害を拡大させてしまうことが懸念さ

れることから、国の権限の下で、統一的対応

の中で迅速に販売業者への指示、公表といっ

た対応にあたる必要があるため、指示、公表

等といった権限を移譲することは不可能。 
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【２－１５（経済産業省）】 

 

・権限移譲後の国による並行権限行使につい

ては、国民の利益を保護する緊急の必要があ

る場合等に限るべき。 

・県域をまたいだ複数のＳＳを経営する広域

販売業者が、近年増加している状況におい

て、違油種が混ざってしまう、いわゆるコン

タミ事故といった火災に繋がる恐れのある

品確法違反事案を広域販売業者が引き起こ

した場合、国民の生命・安全にも関わるため、

県域を越えた統一的かつ迅速な対応が必要

不可欠。一方で、全国知事会からは「給油所

等事業者が一つの都道府県にとどまらず存

在する事業者に対する事務・権限の移譲は求

めていない。」との意向が示されているとこ

ろ、こうした事故等への対応については、一

の都道府県のみに着眼して対応すれば良い

ものではなく、国として全国的な対応状況も

踏まえた適正な対応が必要。 

また、立入検査等の権限の行使については、

むやみに行使されるものではなく、法の趣旨

に照らして、必要な範囲において行使される

べきものであることから、特段の制限をかけ

るべきではないと考える。 

よって、県が役割や責任をどこまで果たし

ていくのか不明な状況において、国として

は、並行権限行使について「～に限るべき」

といった限定をかけることについて承諾す

ることはできない。引き続き、全国知事会の

考えを聞きながら、必要に応じて検討をして

まいりたい。 
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【２－１６（経済産業省、農林水産省）】 
 

エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭 54 法 49）に基づく特定事業

者、特定荷主等（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対す

る指導・助言、報告徴収、立入検査 

 

＜経済産業省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 特定事業者、特定連鎖化事業者、特定荷主（一の都道府県の区域内のみにあるものに限

る。）に対する指導及び助言（エネルギーの使用の合理化に関する法律第 6条、第 60 条）、

報告及び立入検査（同法第 87 条第 3項、第 9 項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

指導・助言、報告徴収・立入検査 ６６ １１４ ６６
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

○ エネルギーの使用合理化に関する事務については、以下に述べるとおり、情報の一元的

管理及び当該情報に基づく全体的視点からの対応の必要性、また事業者の利便性の観点か

ら、都道府県や広域的実施体制のみでは対応出来ず、国による執行が必要である。 

○ ただし、省エネ法に基づく特定事業者等への措置（指導・助言、報告徴収・立入検査）

については、一の都道府県にのみ事業所等を設置する事業者が対象である場合に限り、近

接性の観点から、都道府県が当該措置を実施することとし、その詳細を検討する。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・指導、助言、報告徴収、立入検査の権限の

ほか、特定事業者等の指定、定期報告書の受

理、中長期計画書の受理や合理化計画に係る

指示及び命令などの権限についても包括的 

に移譲すべき。 

・省エネ法の目的は燃料資源の有効な利用の

確保であることから、燃料資源の乏しい我が

国にとっては、全国的な観点から法執行を進

める必要がある。すなわち、法に基づく基本

方針の策定、さらには、業種別ベンチマーク

の目指すべき水準の設定等に際し、全ての事

業者に関する定期報告書や中長期計画書等

の情報を把握し、集計・分析を行い、全体像

を把握したり、ベンチマーク水準を設定した

りすることが必要である。また、特定事業者

等の指定等に係る情報は全ての事務の根幹

となるものであり、国で一括して特定事業者

等の指定や報告書等の受理を行い、情報を一

元的に管理することが必要かつ効率的であ

る。 

 合理化計画の作成の指示及び指示に従わな

い場合の命令等の権限は、均一・公平性を担
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【２－１６（経済産業省、農林水産省）】 
 

保する観点から、移譲の対象とはしない。 

・ 自治事務に区分されるものと考えられるた

め、国による指示権は原則認められず、また、

基準の設定については、義務付け・枠付けの

メルクマールの範囲内とすべき。 

・ 省エネ法の目的は燃料資源の有効な利用の

確保であることから、燃料資源の乏しい我が

国にとっては、全国的な観点から法執行を進

める必要があり、また、移譲する事務・権限

のみでは法目的を達成し得ないことから、地

方分権推進計画の法定受託事務のメルクマ

ール(7)に該当し、法定受託事務として整理

される。 

・ 省エネ法の目的を勘案すると、国民の利益

を保護する緊急の必要がある場合に該当す 

るケースが想定し難いことから国の並行権 

限を付与すべきでない。 

 

・ 省エネ法の目的は燃料資源の有効な利用の

確保であることから、燃料資源の乏しい我が

国にとっては、全国的な観点から法執行を進

めることが必要不可欠であり、国の並行権限

は必須である。 

 

＜農林水産省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 特定事業者、特定連鎖化事業者、特定荷主（一の都道府県の区域内のみにあるものに限

る。）に対する指導及び助言（エネルギーの使用の合理化に関する法律第 6条、第 60 条）、

報告徴収及び立入検査（同法第 87 条第 3項、第 9項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

指導件数（工場） ４６ １２ １２

指導件数（荷主） １４ ０ １

報告徴収件数（工場） ４６ １５ ２２

報告徴収件数（荷主） １４ ５ ０

立入検査件数（工場） １６ ０ ０

立入検査件数（荷主） ０ ０ ０

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

○ 省エネ法に基づく報告徴収、立入検査等について、一の都道府県内で完結する事業者に

関する事務・権限を都道府県に付与（並行権限）することとし、国との連携体制の確保等

を検討。ただし、国においても引き続き事務・権限を実施する。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収・立入検査の権限と併せて、指導・

勧告・措置命令等の権限についても地方に移

譲すべき。また、省エネ法については特定事

・省エネ法の目的は燃料資源の有効な利用の

確保であることから、燃料資源の乏しい我が

国にとっては、全国的な観点から法執行を進
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【２－１６（経済産業省、農林水産省）】 
 

業者等の指定、定期報告書や中長期計画書の

受理等の権限も含め、包括的に移譲すべき。

 

める必要がある。すなわち、法に基づく基本

方針の策定、さらには、業種別ベンチマーク

の目指すべき水準の設定等に際し、全ての事

業者に関する定期報告書や中長期計画書等

の情報を把握し、集計・分析を行い、全体像

を把握したり、ベンチマーク水準を設定した

りすることが必要である。また、特定事業者

等の指定等に係る情報は全ての事務の根幹

となるものであり、国で一括して特定事業者

等の指定や報告書等の受理を行い、情報を一

元的に管理することが必要かつ効率的であ

る。 

 合理化計画の作成の指示及び指示に従わな

い場合の命令等の権限は、均一・公平性を担

保する観点から、移譲の対象とはしない。 

・引き続き国が並行して権限を行使すること

が可能とされているが、省エネ法について 

は、国に留保される権限がないことから、国

の並行権限を付与すべきではない。 

・省エネ法の目的は燃料資源の有効な利用の

確保であることから、燃料資源の乏しい我が

国にとっては、全国的な観点から法執行を進

めることが必要不可欠であり、国の並行権限

は必須である。 

・ 自治事務に区分されるものと考えられるた

め、国による指示権は原則認められず、また、

基準の設定については、義務付け・枠付けの

メルクマールの範囲内とすべき。 

・省エネ法の目的は燃料資源の有効な利用の

確保であることから、燃料資源の乏しい我が

国にとっては、全国的な観点から法執行を進

める必要があること、また、移譲する事務・

権限のみでは法目的を達成し得ないことか

ら、地方分権推進計画の法定受託事務のメル

クマール(7)に該当し、法定受託事務として

整理される。 
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【２－１７（経済産業省）】 
 

資源の有効な利用の促進に関する法律（平 3 法 48）に基づく指定表示事

業者（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴収、

立入検査 

 

移譲対象事務・権限 

○ 指定表示事業者（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴収、立

入検査（資源の有効な利用の促進に関する法律第 37 条第 2項、第 6 項、第 7項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

報告徴収 ０ ０ ０

立入検査 ０ ０ ０
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

（事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査について、都道府県への権限付与（並

行権限）を検討。ただし、出先機関においても引き続き事務・権限を実施する。） 

○ 対象となる指定表示事業者のうち、全国規模で活動するものが相当数存在し、こうした

事業者の全国における取組の把握が担保されないため、処分等の遅滞や一部地域のみでの

検査等の結果に基づく処分等を余儀なくされ、全国統一的な識別表示及び分別回収の促進

による資源の有効利用、廃棄物の発生抑制といった法益の確保に著しい支障を生じること

から、引き続き国による実施が必要である。また、事業所も相当数あるため、事業者の利

便性や事業執行における機動性の確保等の観点から現場に近い経済産業局が事務を行うこ

とが適当。 

○ ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査に

ついては、国による指示、基準の設定等を認め、都道府県において的確な業務実施体制が

整備されることを前提として、都道府県に付与（並行権限）することを検討。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収・立入検査の権限とともに、指導・

勧告・措置命令等の権限を併せて地方に移譲

すること。また、他省共管であるため、他省

所管分も調整し、まとめて移譲すべき。 

・地方の考え方をさらに詳細に確認する必要

がある。 

 

・自治事務に区分されるものと考えられるた

め、国による指示権は原則認められず、また、

基準の設定については、義務付け・枠付けの

メルクマールの範囲内とすべき。 

・当該事務は法定受託事務と考える。そのた

め、国による指示、基準の設定を認めるべき

である。なお、「国の出先機関の事務・権限

のブロック単位での移譲について」（平成 24

年 11 月 15 日閣議決定）においては、当該事

務は法定受託事務とされている。 
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【２－１８（経済産業省、環境省）】 

特定家庭用機器再商品化法（平 10 法 97）に基づく小売業者及び製造業者

等（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴収、

立入検査 

 

＜経済産業省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 小売業者及び製造業者等（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報告

徴収、立入検査（特定家庭用機器再商品化法第 52 条、第 53 条第 1項、第 2 項、第 3項）

事務量（主な業務指標） 

 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

報告徴収件数 １８５ １８３ １８４

立入検査件数 ４９１ ４７１ ４４６

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

（事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査について、都道府県への権限付与（並

行権限）を検討。ただし、出先機関においても引き続き事務・権限を実施する。） 

○ 都道府県域を超えて活動する小売業者及び製造業者等の全国の店舗・事務所等における

取扱いの把握が担保されないため、処分等の遅滞や一部地域のみでの検査等の結果に基づ

く処分等を余儀なくされ、国民の財産の回復（支払ったリサイクル料金の返還等）や法益

の確保に著しい支障を生じることから、引き続き国による実施が必要である。また、事業

所も相当数あるため、事業者の利便性や事業執行における機動性の確保等の観点から現場

に近い経済産業局が事務を行うことが適当。 

○ ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査に

ついては、国による指示、基準の設定等を認め、都道府県において的確な業務実施体制が

整備されることを前提として、都道府県に付与することを検討。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収・立入検査の権限とともに、指導・

勧告・措置命令等の権限を併せて地方に移譲

すること。また、他省共管であるため、他省

所管分も調整し、まとめて移譲すべき。 

・地方の考え方をさらに詳細に確認する必要

がある。 

 

・自治事務に区分されるものと考えられるた

め、国による指示権は原則認められず、また、

基準の設定については、義務付け・枠付けの

メルクマールの範囲内とすべき。 

・当該事務は法定受託事務と考える。そのた

め、国による指示、基準の設定を認めるべき

である。なお、「国の出先機関の事務・権限

のブロック単位での移譲について」（平成 24

年 11 月 15 日閣議決定）においては、当該事

務は法定受託事務とされている。 

 

＜環境省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 小売業者及び製造業者等（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報告

徴収、立入検査（特定家庭用機器再商品化法第 52 条、第 53 条第 1項、第 2 項、第 3項）
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【２－１８（経済産業省、環境省）】 

事務量（主な業務指標） 

 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

報告徴収件数 １８５ １８３ １８４

立入検査件数 ５０５ ３６７ ３８３

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

（国との並行権限の付与） 

○ 全国に事業所を持つ事業者等が個別リサイクル法に反する行為を行った場合や、対応の

遅滞によって環境への著しい影響が懸念されるような行為を事業者等が行った場合には、

都道府県ごとの対応の差異や行政による対応の遅滞によって、国民の財産の保護や法益の

確保に著しい支障が生じることから、個別リサイクル法に基づく報告徴収及び立入検査は、

引き続き国が実施することが必要である。 

○ また、個別リサイクル法に基づくリサイクル制度は、国民や事業者等から全国一律のリ

サイクル料金を徴収して運用しており、当該料金に対するサービスの質を厳格かつ一律に

維持する上で、国の責任ある対応が求められることからも、引き続き国による実施が必要

である。 

○ ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収及び立入検査

については、都道府県に並行権限を付与することを検討。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収・立入検査の権限とともに、指導・

勧告・措置命令等の権限を併せて地方に移譲

すること。また、他省共管であるため、他省

所管分も調整し、まとめて移譲すべき。 

・地方の考え方をさらに詳細に確認する必要

がある。 

 

・自治事務に区分されるものと考えられるた

め、国による指示権は原則認められず、また、

基準の設定については、義務付け・枠付けの

メルクマールの範囲内とすべき。 

・当該事務は法定受託事務と考える。そのた

め、国による指示、基準の設定を認めるべき

である。なお、「国の出先機関の事務・権限

のブロック単位での移譲について」（平成 24

年 11 月 15 日閣議決定）においては、当該事

務は法定受託事務とされている。 
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【２－１９（環境省、経済産業省）】 
 

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平 24 法 57）に基

づく認定事業者等（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対

する報告徴収、立入検査 
 

＜環境省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 認定事業者等（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴収（使用

済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律第 16 条）、立入検査（同法第 17 条第 1項、

第 2項、第 3 項） 

事務量（主な業務指標） 

― 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

（国との並行権限の付与） 

○ 全国に事業所を持つ事業者等が個別リサイクル法に反する行為を行った場合や、対応の

遅滞によって環境への著しい影響が懸念されるような行為を事業者等が行った場合には、

都道府県ごとの対応の差異や行政による対応の遅滞によって、国民の財産の保護や法益の

確保に著しい支障が生じることから、個別リサイクル法に基づく報告徴収及び立入検査は、

引き続き国が実施することが必要である。 

○ ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県（※）にある場合の報告徴収及び立

入検査については、都道府県に並行権限を付与することを検討。 

 

※ 小型家電リサイクル法においては、再商品化事業計画の認定の基準の一つとして事業者

等が収集を行う区域が原則３都府県以上となることを定めており、例外として、北海道又

は沖縄県については単一道県での事業計画認定をしうることとしている。従って、小型家

電リサイクル法において、「事業所が一の都道府県にある場合」が想定されるのは、北海

道又は沖縄県のみである。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収・ 立入検査の権限とともに、指導・

勧告・措置命令等の権限を併せて地方に移譲

すること。また、他省共管であるため、他省

所管分も調整し、まとめて移譲すべき。 

・地方の考え方をさらに詳細に確認する必要

がある。 

 

・自治事務に区分されるものと考えられるた

め、国による指示権は原則認められず、また、

基準の設定については、義務付け・枠付けの

メルクマールの範囲内とすべき 

・当該事務は法定受託事務と考える。そのた

め、国による指示、基準の設定を認めるべき

である。なお、「国の出先機関の事務・権限

のブロック単位での移譲について」（平成 24

年 11 月 15 日閣議決定）における各種リサイ

クル法における整理に鑑みれば、当該事務は

法定受託事務と考えられる。 
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【２－１９（環境省、経済産業省）】 
 

＜経済産業省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 認定事業者等（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴収（使用

済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律第 16 条）、立入検査（同法第 17 条第 1項、

第 2項、第 3 項） 

事務量（主な業務指標） 

実績なし 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

（事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査について、都道府県への権限付与（並

行権限）を検討。ただし、出先機関においても引き続き事務・権限を実施する。） 

○ 対象となる認定事業者は、基本的には複数都道府県で活動するため、こうした事業者の

広域の取組の把握が担保されず、処分等の遅滞や一部地域のみでの検査等の結果に基づく

処分等を余儀なくされ、我が国の資源の有効な利用といった法益の確保に著しい支障を生

じることから、引き続き国による実施が必要である。また、事業所も相当数あるため、事

業者の利便性や事業執行における機動性の確保等の観点から現場に近い経済産業局が事務

を行うことが適当。 

○ ただし、近接性の観点から、認定事業者の業務の範囲が一道県にとどまる場合の報告徴

収・立入検査については、国による指示、基準の設定等を認め、都道府県において的確な

業務実施体制が整備されることを前提として、都道府県に付与（並行権限）することを検

討。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収・ 立入検査の権限とともに、指導・

勧告・措置命令等の権限を併せて地方に移譲

すること。また、他省共管であるため、他省

所管分も調整し、まとめて移譲すべき。 

・地方の考え方をさらに詳細に確認する必要

がある。 

 

・自治事務に区分されるものと考えられるた

め、国による指示権は原則認められず、また、

基準の設定については、義務付け・枠付けの

メルクマールの範囲内とすべき 

・当該事務は法定受託事務と考える。そのた

め、国による指示、基準の設定を認めるべき

である。なお、「国の出先機関の事務・権限

のブロック単位での移譲について」（平成 24

年 11 月 15 日閣議決定）における各種リサイ

クル法における整理に鑑みれば、当該事務は

法定受託事務とされている。 
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【２－２０（環境省、農林水産省、経済産業省）】 
 

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平 7 法 112）

に基づく特定容器利用事業者等（一の都道府県の区域内のみにあるもの

に限る。）に対する報告徴収、立入検査 

 

＜環境省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 特定容器利用事業者、特定容器製造等事業者又は特定包装利用事業者（一の都道府県の

区域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴収、立入検査（容器包装に係る分別収集及

び再商品化の促進に関する法律第 39 条、第 40 条第 1 項、第 2項、第 3項） 

事務量（主な業務指標） 

― 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

（国との並行権限を付与） 

○ 全国に事業所を持つ事業者等が個別リサイクル法に反する行為を行った場合や、対応の

遅滞によって環境への著しい影響が懸念されるような行為を事業者等が行った場合には、

都道府県ごとの対応の差異や行政による対応の遅滞によって、国民の財産の保護や法益の

確保に著しい支障が生じることから、個別リサイクル法に基づく報告徴収及び立入検査は、

引き続き国が実施することが必要である。 

○ また、個別リサイクル法に基づくリサイクル制度は、国民や事業者等から全国一律のリ

サイクル料金を徴収して運用しており、当該料金に対するサービスの質を厳格かつ一律に

維持する上で、国の責任ある対応が求められることからも、引き続き国による実施が必要

である。 

○ ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収及び立入検査

については、都道府県に並行権限を付与することを検討。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収・立入検査の権限とともに、指導・

勧告・措置命令等の権限を併せて地方に移譲

すること。また、他省共管であるため、他省

所管分も調整し、まとめて移譲すべき。 

・地方の考え方をさらに詳細に確認する必要

がある。 

 

・自治事務に区分されるものと考えられるた

め、国による指示権は原則認められず、また、

基準の設定については、義務付け・枠付けの

メルクマールの範囲内とすべき。 

・当該事務は法定受託事務と考える。そのた

め、国による指示、基準の設定を認めるべき

である。なお、「国の出先機関の事務・権限

のブロック単位での移譲について」（平成 24

年 11 月 15 日閣議決定）においては、当該事

務は法定受託事務とされている。 

 

 

 

115



【２－２０（環境省、農林水産省、経済産業省）】 
 

＜農林水産省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 特定容器利用事業者、特定容器製造等事業者又は特定包装利用事業者（一の都道府県の

区域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴収、立入検査（容器包装に係る分別収集及

び再商品化の促進に関する法律第 39 条、第 40 条第 1 項、第 2項、第 3項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

報告徴収件数 ０ ０ ３９

立入検査件数 ０ ０ ０
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

○ 容器包装リサイクル法に基づく報告徴収、立入検査について、一の都道府県内で完結す

る事業者に関する事務・権限を都道府県に付与（並行権限）することとし、国との連携体

制の確保等を検討。ただし、国においても引き続き事務・権限を実施する。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収・立入検査の権限と併せて、指導・

勧告・措置命令等の権限についても地方に移

譲すべき。 

・地方の考え方をさらに詳細に確認する必要

がある。 

 

・自治事務に区分されるものと考えられるた

め、国による指示権は原則認められず、また、

基準の設定については、義務付け・枠付けの

メルクマールの範囲内とすべき。 

・当該事務は法定受託事務と考える。そのた

め、国による指示、基準の設定を認めるべき

である。なお、「国の出先機関の事務・権限

のブロック単位での移譲について」（平成 24

年 11 月 15 日閣議決定）においては、当該事

務は法定受託事務とされている。 

 

＜経済産業省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 特定容器利用事業者、特定容器製造等事業者又は特定包装利用事業者（一の都道府県の

区域内のみにあるものに限る。）に対する報告徴収、立入検査（容器包装に係る分別収集及

び再商品化の促進に関する法律第 39 条、第 40 条第 1 項、第 2項、第 3項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度

報告徴収 ０ ６ ０

立入検査 ０ ０ ０
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【２－２０（環境省、農林水産省、経済産業省）】 
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

（事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査について、都道府県への権限付与（並

行権限）を検討。ただし、出先機関においても引き続き事務・権限を実施する。） 

○ 対象となる特定事業者のうち、全国規模で活動するものが相当数存在し、こうした事業

者の全国における取組の把握が担保されないため、処分等の遅滞や一部地域のみでの検査

等の結果に基づく処分等を余儀なくされ、我が国の資源の有効な利用といった法益の確保

に著しい支障を生じることから、引き続き国による実施が必要である。  

○ また、事業所も相当数あるため、事業者の利便性や事業執行における機動性の確保等の

観点から現場に近い経済産業局が事務を行うことが適当。  

○ ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収・立入検査に

ついては、国による指示、基準の設定等を認め、都道府県において的確な業務実施体制が

整備されることを前提として、都道府県に付与することを検討。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収・立入検査の権限とともに、指導・

勧告・措置命令等の権限を併せて地方に移譲

すること。また、他省共管であるため、他省

所管分も調整し、まとめて移譲すべき。 

・地方の考え方をさらに詳細に確認する必要

がある。 

 

・自治事務に区分されるものと考えられるた

め、国による指示権は原則認められず、また、

基準の設定については、義務付け・枠付けの

メルクマールの範囲内とすべき。 

・当該事務は法定受託事務と考える。そのた

め、国による指示、基準の設定を認めるべき

である。なお、「国の出先機関の事務・権限

のブロック単位での移譲について」（平成 24

年 11 月 15 日閣議決定）においては、当該事

務は法定受託事務とされている。 
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【２－２１（環境省）】 

使用済自動車の再資源化等に関する法律（平 14 法 87）に基づく自動車

製造業者等（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）に対する報

告徴収、立入検査 

 
移譲対象事務・権限 

○ 自動車製造業者等又はその委託を受けた者（一の都道府県の区域内のみにあるものに限る。）

に対する報告徴収（使用済自動車の再資源化に関する法律第 130 条第 3項）、立入検査（同

法第 131 条第 2項、第 3 項、第 4項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

立入検査数 ３２５ ３０５ ２６９
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

（国との並行権限の付与） 

○ 全国に事業所を持つ事業者等が個別リサイクル法に反する行為を行った場合や、対応の

遅滞によって環境への著しい影響が懸念されるような行為を事業者等が行った場合には、都

道府県ごとの対応の差異や行政による対応の遅滞によって、国民の財産の保護や法益の確保

に著しい支障が生じることから、個別リサイクル法に基づく報告徴収及び立入検査は、引き

続き国が実施することが必要である。 

○ また、個別リサイクル法に基づくリサイクル制度は、国民や事業者等から全国一律のリ

サイクル料金を徴収して運用しており、当該料金に対するサービスの質を厳格かつ一律に

維持する上で、国の責任ある対応が求められることからも、引き続き国による実施が必要

である。 

○ ただし、近接性の観点から、事業所が一の都道府県にある場合の報告徴収及び立入検査

については、都道府県に並行権限を付与することを検討。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・報告徴収・ 立入検査の権限とともに、指導・

勧告・措置命令等の権限を併せて地方に移譲

すること。また、他省共管であるため、他省

所管分も調整し、まとめて移譲すべき。 

・地方の考え方をさらに詳細に確認する必要

がある。 

・自治事務に区分されるものと考えられるた

め、国による指示権は原則認められず、また、

基準の設定については、義務付け・枠付けの

メルクマールの範囲内とすべき。 

・当該事務は法定受託事務と考える。そのた

め、国による指示、基準の設定を認めるべき

である。なお、「国の出先機関の事務・権限

のブロック単位での移譲について」（平成 24

年 11 月 15 日閣議決定）における各種リサイ

クル法における整理に鑑みれば、当該事務は

法定受託事務と考えられる。 
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【２－２２（環境省、経済産業省）】 

特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（平 17 法 51）に基づく特

定特殊自動車の使用者に対する技術基準適合命令、指導・助言、報告徴

収、立入検査 
 

＜環境省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 特定特殊自動車の使用者に対する技術基準適合命令（特定特殊自動車排出ガスの規制等

に関する法律第 18 条）、指導・助言（同法第 28 条第 2項）、報告徴収及び立入検査（同法

第 29 条第 1項、第 2 項、第 3項、第 4項） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

報告徴収・立入検査件数 ８ ０ １
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 

○ 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に基づく技術基準適合命令、当該命令に

係る使用者に対する報告徴収・立入検査に関する権限については、地方環境事務所の事務

から外し、地方公共団体に移管する。 

○ 本省の事務である製造業者等への規制（法第13条の改善命令等）のために、使用者に対

する報告徴収及び立入検査が必要な場合には、本省において行うものとする。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・事務の実施にあたっては、特定特殊自動車

及びその構造に係る専門知識や測定に必要

な機器も必要とされるため、人材の育成、検

査技術の習得、測定機器の整備等に対し、十

分な支援を求める。 

・必要な支援については行ってまいりたい。

・共管である他省庁の権限も併せて移譲すべ

き。 

－ 

 

 

＜経済産業省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 特定特殊自動車の使用者に対する技術基準適合命令（特定特殊自動車排出ガスの規制等

に関する法律第 18 条）、指導・助言（同法第 28 条第 2項）、報告徴収及び立入検査（同法

第 29 条第 1項、第 2 項、第 3項、第 4項） 

事務量（主な業務指標） 

実績なし 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『全国一律・一斉に移譲』 
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【２－２２（環境省、経済産業省）】 

○ 特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に基づく使用者への技術基準適合命令、

指導・助言並びに特定特殊自動車の使用者に対する報告徴収・立入検査については、地方

経済産業局の事務から外し、地方公共団体に移管する。 

○ 本省の事務である製造業者等への規制（法第 13 条の改善命令等）のために、使用者に対

する報告徴収及び立入検査が必要な場合には、本省において行うものとする。 

○ 管内の一部の行政区域のみに移管した場合、残る区域の対応のため引き続き経済産業局

においても体制が必要となるため、全国一律・一斉の事業移管が必要。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・事務の実施にあたっては、特定特殊自動車

及びその構造に係る専門知識や測定に必要

な機器も必要とされるため、人材の育成、検

査技術の習得、測定機器の整備等に対し、十

分な支援を求める。 

・経済産業省として、特定特殊自動車の構造

に係る知見の情報提供等、必要に応じて対応

してまいりたい。 

 

・共管である他省庁の権限も併せて移譲すべ

き。 

－ 
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【２－２３（総務省）】 

民間事業者による信書の送達に関する法律（平 14 法 99）に基づく 

特定信書便事業の事業許可、信書便約款の認可、報告徴収、立入検査等 
 

移譲対象事務・権限 

○ 特定信書便事業の事業許可、信書便約款・管理規程の認可、報告徴収、立入検査等（二

以上の総合通信局・沖縄総合通信事務所の管轄区域にわたる役務又は国際信書便の役務を

提供するものを除く。）（民間事業者による信書の送達に関する法律第 29～33 条、第 36 条）

事務量（主な業務指標） 

（総務省本省）許認可については、総合通信局・沖縄総合通信事務所の経由事務あり  

業務指標 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

許認可件数 ３８ ２８ ４５

検査実施件数 ０ ０ ０

（総合通信局・沖縄総合通信事務所） 

業務指標 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

許認可件数 １３６ １０７ １０６

検査実施件数  ６４  ６４  ７６
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『個々の地方自治体の発意に応じ選択的に移譲』 

○ 信書便事業は、国が確保すべき責務を負う郵便のユニバーサルサービスの提供を確保し

つつ、憲法に規定する「信書の秘密」を保障し、信書送達の分野に民間事業者を参入させ

るものであることから、その監督に係る制度設計は、郵便のユニバーサルサービスの提供

確保と一体的に国が行うことが妥当であり、その業務は引き続き本省指揮の下、国による

一様の規律を要する事務である。 

○ しかしながら、地域密着型の事業展開（例えば、バイクや自転車のみを送達手段として

３時間役務で展開する、地元自治体の公文書集配業務の受託のみを行う）の事業者に対す

る「信書便事業の許認可等」の事務の一部については、他分野の事務・権限移譲の状況や

国民の利便性の観点に配慮した上で、国による統一的な判断基準を策定する等して、地方

自治体に監督権限を委ねられるのではないかと考える。 

 大型信書便役務や高付加価値役務を提供する者にあっては、提供区域に法的な規制を設

けていないことから、顧客のニーズに対応すべく、送達手段の追加や他の信書便事業者や

運送事業者との事業協定・業務委託を通じて柔軟に広域・全国規模の配送網を構築するこ

とが可能である。したがって、都道府県単位での監督が容易ではないことと、信書便物の

紛失・き損・誤配等の重大事故への迅速な対応のためには、信書の秘密の確保と郵便のユ

ニバーサルサービス確保を一体的に国が行うという責務があることから、国が関与した方

が合理的な場合があり得ることに留意する必要がある。このため、地方分権と齟齬を来さ

ないようにしながらも、国に一定の権限を留保すること等について、法令上の検討がさら

に必要であると考える。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・全国一律に移譲すべき。 ・特定信書便事業の中で、地域密着型の事業

展開（例えば、バイクや自転車のみを送達手

段として３時間役務で展開する、地元自治体

の公文書集配業務の受託のみを行う）の事業
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【２－２３（総務省）】 

者に対する「信書便事業の許認可等」の事務

の一部については、他分野の事務・権限移譲

の状況や国民の利便性の観点に配慮した上

で、国による統一的な判断基準を策定するな

どして、個々の地方自治体の発意に応じ選択

的に監督権限を移譲することが可能ではな

いかと考える。しかし大型信書便役務や高付

加価値役務を提供する者にあっては、提供区

域に法的な規制を設けておらず、他の信書便

事業者との業務委託や運送事業者との業務

委託を通じて広域・全国規模の配送網を構築

することが可能であることから、都道府県単

位での監督が容易ではないこと、信書便物の

紛失・き損・誤配等の重大事故への迅速な対

応のためには、信書の秘密の確保と郵便のユ

ニバーサルサービス確保を一体的に国が行

うという責務があることから、国が関与した

方が合理的であると考える。 

・事業計画の遵守命令、事業改善の命令、許

可の取消・停止命令を併せて移譲すべき。 

・審議会の諮問事項となっていない事業計画

の遵守命令、事業停止命令については国によ

る統一的な判断基準を策定する等して、地方

自治体に監督権限を委ねられるのではない

かと考える。他方、事業許可の取消及び事業

改善の命令については、行政の適正性・公正

性を担保する必要があることから、信書便法

において審議会への諮問事項として規定さ

れている。さらに事業改善命令を発出する場

合は事前に国交省との協議が必要となる。よ

ってこれらの権限を地方自治体に権限を移

譲することは困難であると考える。 

・移譲にあたっては、ノウハウの継承、人材

育成支援など人的支援を講ずるべき。 

・人的支援策としては、例えば講習会の開催

や業務マニュアルの共有等が考えられるが、

移譲される業務の具体的内容に照らし検討・

対応すべきであると考える。 

・国の関与及び義務付け・枠付けについては、

地方分権推進計画及び地方分権改革推進委

員会第２次勧告のメルクマールの範囲内で

あるべき。 

・上記見解のとおり、特定信書便事業の中で、

３時間役務といった地域密着型の事業展開

の事業者に対する「信書便事業の許認可等」

の事務の一部について、国による統一的な判

断基準を策定するなどして、地方自治体に監

督権限を委ねるとした場合には、地方分権推

進計画及び地方分権改革推進委員会第２次

勧告のメルクマールと齟齬を来さないよう

にしながらも、国に一定の権限を留保するこ

と等については、法令上の検討がさらに必要

であると考える。 
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【２－２４（総務省）】 

情報通信技術（ＩＣＴ）に関する産学官連携（民間に対する助成）、研究

開発（国の委託研究）、地域振興等（地方公共団体に対する助成） 

 

＜産学官連携（民間に対する助成）＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 民間に対する助成は現在行っていないことから、情報通信技術の産学官連携に関する事

務のうち、助成に関する具体的事務は現在実施していない。 

○ 地域の課題解決を目指し、地域における情報通信分野の研究テーマの発掘や研究開発、

地元の大学、企業等が参画する実験プロジェクトや連携体制の強化の取組を実施。 

（１）調査の実施 

地域における最先端の情報通信技術に対する固有ニーズ、技術開発のシーズ等につい

ての現状調査 等 

（２）検討会の開催 

・地域におけるニーズとシーズのマッチング 

・地域内研究開発連携の在り方 

・実証実験プロジェクトの実施体制 等を検討 

（３）成果の周知 

最先端の情報通信技術の活用方策等についてセミナーなどで周知 

事務量（主な業務指標） 

― 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『個々の地方自治体の発意に応じ選択的に移譲』 

○ 地域における情報通信技術の振興強化を図るためには、地域の大学、企業、自治体等か

らなる産学官の体制により、最先端の情報通信技術の研究開発や活用方策等の検討を行う

とともに、その成果を広く展開する取組が有効と考えられる。 

○ 総合通信局・沖縄総合通信事務所では、これまでも地域における最先端技術に対する固

有のニーズや技術開発のシーズ等についての把握や、連携のための関係者間との連絡調整、

地域の実情に適した研究開発テーマや情報通信技術の活用方策等のほか、セミナー等を通

じた周知などにも取り組んでいる。 

○ しかし、地域の課題解決を目指し、地域における情報通信分野の研究テーマの発掘や研

究開発、地元の大学、企業等が参画する実験プロジェクトや連携体制の強化の取組につい

ては、地域におけるニーズやシーズを踏まえ、地方自治体で実施することでその成果・効

果が高まることも考えられるため、地域内での産学官連携推進の取組について、個々の地

方自治体の発意があれば、他分野の事務・権限移譲の状況や国民の利便性の観点に配慮し

た上で、移譲することが可能と考えられる。 

○ なお、情報通信技術の産学官連携に関する事務のうち、民間に対する助成事務は現在実

施していない。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年７月） 

・本件については、地域振興にも関するもの

であることから、都道府県を実施主体とすべ

き。 

 

・そもそも、総合通信局等においては、情報

通信技術（ICT）に関する産学官連携に関す

る事務として、「民間に対する助成」に関す

る事務を、現在は実施していない。 

123



【２－２４（総務省）】 

 

 

・情報通信技術（ICT）に関する産学官連携に

関する事務として、総合通信局等において現

在取り組んでいるのは、①地域における最先

端の情報通信技術に対する固有ニーズ、技術

開発のシーズ等について把握するための調

査の実施、②地域におけるニーズとシーズの

マッチングや地域内研究開発連携に向けた

検討会の開催・関係者間の連絡調整、③情報

通信技術の活用方策等についてのセミナー

等を通じた周知といった特段の予算措置を

伴わない活動である。このような地域で“汗

をかく”業務を、都道府県がその発意により

実施することは、現在においても何ら妨げら

れるものではないと認識している。また、都

道府県が自らの発意により、このような地域

における産学官連携の促進に関する事務を

行うにあたり、総合通信局等に蓄積されたノ

ウハウ等の支援を必要とする場合には、当該

支援を実施する人員等について更なる検討

は必要であるが、前向きに対応可能と考えら

れる。（下欄参照） 

・なお、都道府県がその発意により、地域に

おける産学官連携に関する業務を行う場合

でも、例えば地域をまたぐ広域連携等、国と

して取り組むことが必要な産学官連携に関

する業務は引き続き総合通信局等において

行う必要があると考える。 

・移譲にあたっては、ノウハウの継承、人材

育成支援など人的支援を講ずるとともに、最

新技術に関する情報を提供すべき。 

・支援策としては、例えば講習会の開催や業

務マニュアルの共有等が考えられるが、移譲

する際に具体的に検討をして参りたい。 
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【２－２４（総務省）】 

＜研究開発（国の委託研究）＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 総務省での研究開発課題採択の決定に基づき、以下の庶務的事務を実施。 

・地域の企業・大学等からの提案受付・相談事務 

・地域の企業・大学等との契約書類（研究計画を含む）・相談事務 

・委託契約に係る経理検査事務（会計検査院対応を含む） 

・公募説明会・成果発表会の開催に係る事務 等 

事務量（主な業務指標） 

 

業務指標 平成22年 平成23年 平成24年 

提案書類件数 ６３０件程度 ５６０件程度 ６２０件程度

委託契約件数 ２５０件程度 ２２５件程度 ２８０件程度

委託契約に係る実地検査件数 ６０件程度 ５０件程度 ５０件程度

公募説明会の開催件数 ３５件程度 ３５件程度 ３５件程度

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『個々の地方自治体の発意に応じ選択的に移譲』 

○ 本委託研究は、情報通信技術分野の戦略的な研究開発テーマに関し、国際競争力の強化

や国民の安心・安全の確保、若手研究者の育成などへの貢献が期待される独創性、新規性

の高い研究開発のうち、特に、地域固有の課題解決や地場産業の振興・創出など地域活性

化のために、地域に密着した大学や、地域の中小・中堅企業等の研究開発を支援するもの

である。 

○ 委託研究テーマは、全国各地の企業・大学等からの研究開発提案を外部有識者の意見も

参照しつつ、国として実施すべきＩＣＴ分野の基盤となる技術を確立するために必要な研

究開発課題として選定される。その際、総合通信局・沖縄総合通信事務所においては、地

域の企業・大学等の利便性を確保するとともに、研究開発執行業務の効率化を図るため、

本省が行う研究開発課題の採択結果に従い、委託先となる大学、民間企業等との委託契約

や窓口業務に関し、庶務的事務のみを実施している。 

○ なお、契約等にあたっての庶務的業務においては、委託契約にあたっての研究計画の確

認や経理検査時における研究実施内容と経費支出の整合性の確認等の際、最先端のＩＣＴ

分野の技術に精通した専門知識を有する職員の配置が不可欠である。 

○ こうした専門的知識を有する職員が自治体に配置されることを前提に、他分野の事務・

権限移譲の状況や国民の利便性の観点に配慮した上で、これら庶務的業務について自治体

の発意に応じて移譲することが可能である。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・本件委託研究費については、地域振興にも

関するものであることから、都道府県に交付

すべき。 

 

 

 

 

 

・情報通信技術（ICT）に関する研究開発（国

の委託研究）に関する事務のうち、国として

行うべき委託研究テーマの提案を募集・評価

し、研究開発課題を選定し、委託先を決定す

るといった業務については、（総合通信局等

で契約・支出しているものについても）総務

省本省において一元的に実施しており、総合

通信局等においては実施していない。 
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【２－２４（総務省）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報通信技術（ICT）に関する研究開発（国

の委託研究）に関する事務のうち、総合通信

局等において実施しているのは、本省が行っ

た研究開発課題の採択結果に従い、所要の金

額を本省から総合通信局等へ予算を移し替

えした上で行う契約手続きや、委託先として

決定された地域の大学や民間企業等との窓

口としての相談等の庶務的業務のみであり、

都道府県に委譲できる「委託研究費」は財源

として有していない。 

・このような国が契約主体となる委託契約に

関する庶務的業務について、都道府県がその

発意により実施することを希望する場合に

は、委譲することが可能と考える。ただし、

委託契約にあたっての研究計画の確認や経

理検査時における研究実施内容と経費支出

の整合性の確認等、最先端のＩＣＴ技術に精

通した専門知識を有する職員の配置が不可

欠であり、都道府県においてそのような体制

が整備されることが前提となる。 

・なお、都道府県が庶務的業務の実施にあた

り、総合通信局等に蓄積されたノウハウ等の

支援を必要とする場合には、必要な人員等に

ついて更なる検討は必要であるが、前向きに

対応可能と考えられる。（下欄参照） 

・移譲にあたっては、ノウハウの継承、人材

育成支援など人的支援を講ずるとともに、最

新技術に関する情報を提供すべき。 

・支援策としては、例えば講習会の開催や業

務マニュアルの共有等が考えられるが、移譲

する際に具体的に検討をして参りたい。 
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【２－２４（総務省）】 

＜地域振興等（地方公共団体に対する助成）＞ 

移譲対象事務・権限 

① 情報通信基盤の整備及び公共分野における ICT 利活用の促進の実施に際しての申請書類

の受付・形式審査（例：申請書の受理、形式審査（記載内容の不備の確認、積算金額の確

認、添付書類の確認等）、本省進達） 

② 複数の市町村域・県域にまたがる ICT 利活用を推進するための、ICT 導入の標準仕様策

定に向けた支援事務（事業主体に対する効果検証・分析調査に必要な基礎データ収集、学

識者、ICT 関係事業者等との連絡調整・協議） 

③ これまでの事業主体に対する会計検査院の実地検査対応（現地での立ち会い、実地検査

のための各事業主体の事業進捗状況の把握や取得財産処分に係る相談・質問対応） 

事務量（主な業務指標） 

（平成 22 年度） 

・地域 ICT 利活用広域連携事業（契約数） ９７ 件 

・地域雇用創造 ICT 絆プロジェクト（採択数） ７２ 件（平成 22 年度予備費） 

（平成 23 年度） 

・地域 ICT 利活用広域連携事業（契約数） ２６ 件 

・情報通信利用環境整備推進事業（採択数） ６ 件 

（平成 24 年度） 

・情報通信利用環境整備推進事業（採択数） ８ 件 

各府省の回答（平成 25 年 5 月） 

『個々の地方自治体の発意に応じ選択的に移譲』 

○ 移譲対象事務・権限①及び②の事務に係る助成事業は、いずれも本省の予算により実施

しており、かつ①の事務に係る助成のうち情報通信基盤の整備は平成 21 年度予算に係る事

業をもって廃止された。 

○ 他方、知事会ＰＴからは「情報通信による地域振興等（地方自治体に対する助成）」につ

いては、廃止・民営化すべきとの要望がなされており、その要望内容を具体的に精査する

必要があるものの、出先機関が担っている事務を整理すると次のとおりである。 

（総論） 

○ ブロードバンド整備とその利活用の促進は、他の主要国と同様、国において推進すべきも

のである。 

○ また、広域におけるＩＣＴ利活用標準仕様等の全国普及を図るに当たっては、活用可能な

事業者のネットワークや電波事情等を熟知しつつ、 ICT を通じた地域の課題解決の在り方

とともに全国の ICT 利活用事例を把握している国が関与することが適当。 

（個別事務に関する補足） 

① 情報通信基盤の整備及び公共分野における ICT 利活用の促進の実施に際しての申請書

類の受付・形式審査 

本事務は、国が先進的 ICT の導入・利活用に係る委託事業等を実施するにあたって、

国と事業主体の間での委託契約を締結等する際の申請・提案書類等の窓口での受付や書

類具備・金額計算の確認といった形式審査の事務であり、事務内容は定型的で、かつ事

務量が微少である。 

また、本事務の内容は定型的なものであるが、形式審査のために必要な要綱を本省に

おいて策定しており、審査事務に当たる担当者は、要綱の内容を網羅的に把握しておく

ことが必要となる。 
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【２－２４（総務省）】 

したがって、当該事務への対応のために、各地方自治体それぞれに所要の執行体制を

整備することは、行政効率が非効率であると考えられることからも、国において実施す

ることが適切。 

② 複数の市町村域・県域にまたがる ICT 利活用を推進するための、ICT 導入の標準仕様

策定に向けた支援事務 

本事務は、国が効果的・効率的な ICT 利活用の普及拡大の観点から、複数の市町村域・

県域にまたがった広域連携による ICT 導入に係る標準仕様（有効性・安全性を含めた最

適な ICT 関連機器・システムの導入手法等）を策定するにあたって必要となる、事業主

体への効果検証・分析調査に係る基礎的データの収集事務、学識者、ICT 関係事業者等

幅広い主体から ICT 技術面・人材面での意見・アドバイス等を聴取する際の連絡事務で

ある。事務内容は定型的で、かつ事務量が微少であるため、当該事務への対応のために、

各地方それぞれに所要の執行体制を整備することは、行政効率が非効率であると考えら

れることからも、国において実施することが適切。 

③ これまでの事業主体に対する会計検査院の実地検査対応 

本事務は、これまでの国の事業に係る会計検査の対応であり、場合によっては補助金

の返還（行政処分）や委託金の減額にも及ぶ可能性もあることから、事業主体に対して、

ICT 機器・システムの調達方法、財産管理・処分方法など、補助金適正化法やこれまで

の会計検査院の指摘事項などを踏まえた専門的なアドバイス・フォローが必要となる。 

また、先進的 ICT の導入に係る事業が検査対象となる場合、会計検査院の質問も専門

領域に及ぶことが考えられ、これに対応するためには、ICT 専門家・事業者等と迅速か

つ適切な情報共有・相談などを行える、ICT 機器・システムの機能・特性を熟知した専

門人材が不可欠である。 

○ 以上のことから、当該会計検査に備えて、各地方自治体それぞれに所要の執行体制を整

備することは行政効率が非効率であると考えられることからも、国において実施すること

が適切。 

全国知事会意見（平成 25 年 6 月） 各府省の見解（平成 25 年 7 月） 

・本件補助金については、地域振興にも関す

るものであることから、自由度を高めて都道

府県に交付すべき。 

 

・現在、ICT を活用した助成事業は情報通信利

用環境整備推進交付金以外の事業は実施し

ていない。今後、新たに助成事業を実施する

場合、地方自治体のニーズも踏まえて制度設

計等を行なって参りたい。 

・移譲にあたっては、ノウハウの継承、人材

育成支援など人的支援を講ずるとともに、最

新技術に関する情報を提供すべき。 

・支援策としては、例えば講習会の開催や業

務マニュアルの共有等が考えられるが、移譲

する際に具体的に検討をして参りたい。 
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【２－２５（農林水産省、国土交通省）】 

土地改良法（昭２４法１９５）に基づく国営土地改良事業により造成さ

れた施設のうち、基幹的役割の比較的小さい農業水利施設の維持・管理・

更新（財産権、水利権等を含む。）に関する事務（国、都道府県及び施設

管理者による三者協議が整ったものに限る。） 
 

＜農林水産省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 土地改良事業に係る以下の事務・権限 

・管内の土地･水資源及び国営造成施設の状況把握と事業実施に必要な基礎的調査の実施 

・国営土地改良事業計画案（営農計画、水利計画、施設計画等）の作成 

・土地改良法に基づく開始手続き 

・事業計画に基づく事業の実施 

・農業水利権の取得及び更新に係る協議調整 

・期中評価や事後評価等の実施 

・国営土地改良財産の管理 等 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『移譲以外の見直し』 

○ 国営土地改良事業については、土地改良長期計画、東日本大震災の復旧・復興における

国の役割、地方からの意見等を踏まえつつ、引き続き、地方公共団体からの要望があれば、

基幹的役割の比較的小さい農業水利施設の財産権、水利権等を含む施設の維持・管理・更

新に係る事務について移譲するための個別協議を試行的に行い、その状況を踏まえて移譲

の可否について判断する。さらに、広域的な実施体制の進行に応じて、財産権等の追加的

な移譲の課題を議論する。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・広域的かつ大規模で真に国が責任を負うべ

きものを除き、希望する都道府県へ移譲すべ

き。 

 

・国営土地改良事業については、土地改良長

期計画、東日本大震災の復旧・復興における

国の役割、地方からの意見等を踏まえつつ、

引き続き、地方公共団体からの要望があれ

ば、基幹的役割の比較的小さい農業水利施設

の財産権、水利権等を含む施設の維持・管

理・更新に係る事務について移譲するための

個別協議（国、都道府県、施設管理者を含め

た三者協議）を試行的に行い、その状況を踏

まえて移譲の可否について判断する。 

・整備等に必要な財源措置について、国から

財源フレームを提示すること。 

・事務・権限の移管に伴う財源のあり方につ

いては、政府全体として十分に議論頂くこと

が必要。 
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【２－２５（農林水産省、国土交通省）】 

＜国土交通省＞ 

移譲対象事務・権限 

○ 土地改良事業に係る以下の事務・権限 

・管内の土地･水資源及び国営造成施設の状況把握と事業実施に必要な基礎的調査の実施 

・国営土地改良事業計画案（営農計画、水利計画、施設計画等）の作成 

・土地改良法に基づく開始手続き 

・事業計画に基づく事業の実施 

・農業水利権の取得及び更新に係る協議調整 

・期中評価や事後評価等の実施 

・国営土地改良財産の管理 等 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『移譲以外の見直し』 

○ 国営土地改良事業については、土地改良長期計画、大規模災害復旧における国の役割、

地方からの意見等を踏まえつつ、引き続き、地方公共団体からの要望があれば、基幹的役

割の比較的小さい農業水利施設の財産権、水利権等を含む施設の維持・管理・更新に係る

事務について移譲するための個別協議を試行的に行い、その状況を踏まえて移譲の可否に

ついて判断する。さらに、広域的な実施体制の進行に応じて、財産権等の追加的な移譲の

課題を議論する。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・広域的かつ大規模で真に国が責任を負うべ

きものを除き、希望する都道府県へ移譲すべ

き。 

 

 

 

 

 

 

・国営土地改良事業については、土地改良長

期計画、東日本大震災の復旧・復興における

国の役割、地方からの意見等を踏まえつつ、

引き続き、地方公共団体からの要望があれ

ば、基幹的役割の比較的小さい農業水利施設

の財産権、水利権等を含む施設の維持・管

理・更新に係る事務について移譲するための

個別協議（国、都道府県、施設管理者を含め

た三者協議）を試行的に行い、その状況を踏

まえて移譲の可否について判断する。 

・整備等に必要な財源措置について、国から

財源フレームを提示すること。 

・事務・権限の移管に伴う財源のあり方につ

いては、政府全体として十分に議論頂くこと

が必要。 
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【２－２６（経済産業省）】 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平 17 法 85）に基づく

総合効率化計画の認定等 

 

移譲対象事務・権限 

○ 総合効率化計画の認定（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律第 4条第 1項、

第 3項、第 5 項）、計画変更の認定（同法第 5条第 1項）、認定の取消し（同法第 5 条第 2

項）、特定流通業務施設の確認（同法第 7条第 1 項、第 2項）、認定総合効率化事業者に対

する報告徴収（同法第 21 条） 

事務量（主な業務指標） 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度

認定件数 １３ １５ １９

うち経済産業省の認定件数 ２ ２ ２

（参考） 

・ 経済産業省認定事案はすべて国土交通省との共同認定事案 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『個々の地方自治体の発意に応じ選択的に移譲』 

○ 当該事務に関して、本法律が施行された平成17年から経産省の認定件数は11件（共管３

省で188件）であり、その内訳も関東局９件、中部・近畿局１件と申請に偏りがあるため、

各都道府県への執行体制の構築や担当者配置は非効率である。 

このため、当該地方自治体等の発意に応じて選択的に移譲することが望ましい。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・他省庁との共管事務であり、経済産業局所

管分を移譲しても非効率であることから、他

省庁所管分も含め移譲すべき。 

・当省の見解は従前のとおり。他省庁（国土

交通省、農林水産省）所掌分については各省

の判断によるため、当省で判断できるもので

はない。 
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【２－２７（国土交通省）】 

国営公園（イ号公園のうち、一の都道府県で完結する整備が概成した公

園に限る。）の管理に関する事務（占用・行為許可等を含む。） 
 

移譲対象事務・権限 

○ 国の設置に係る都市公園（イ号公園のうち、一の都道府県で完結する整備が概成した公

園に限る。）に関する維持管理（植物管理、建物・工作物管理、巡視・警備、清掃、入園料

徴収等）及び許認可（公園管理者以外の者による公園施設の設置許可、工作物の設置等に

係る占用許可、竹林伐採等の禁止、物品販売・競技会開催等の許可等）（都市公園法 2条の

2～19 条、27 条～28 条） 

事務量（主な業務指標） 

（全国 ※イ号公園のみ）※地方整備局の管内を含む。 

業務指標 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

開園面積 ２，３０９ha ２，３９６ha ２，６８０ha

入園者数 ２，１５５万人 ２，０９９万人 ２，２３９万人

執行額 16,303百万円 13,989百万円 未確定
 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『個々の地方自治体の発意に応じ選択的に移譲』 

○ 都市公園法第２条第１項第２号に規定するイ号公園のうち、少なくとも一の都道府県で

完結する、整備が概成した公園の管理に関する権限については、個別の都道府県の意向の

確認を行った上で、関係法令の改正により、移管に必要な新たな制度を設け、都道府県と

の調整が図られた公園から移管する。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・希望する都道府県への移譲とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・都市公園法第２条第１項第２号に規定する

イ号公園のうち、少なくとも一の都道府県で

完結する、整備が概成した公園の管理に関す

る権限については、個別の都道府県の意向の

確認を行った上で、関係法令の改正により、

移管に必要な新たな制度を設け、都道府県と

の調整が図られた公園から移管する。 

・管理等に必要な財源措置について、国から

財源フレームを提示すること。 

・国営公園の管理に関する事務・権限の移譲

に当たっての「職員の処遇のあり方や、事

務・権限の移管に伴う財源のあり方」に関す

る政府全体の議論については、内閣府が主導

して進めていくことが必要。 
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【２－２８（国土交通省）】 

・直轄河川に係る整備等に関する計画、工事及び管理の実施 

・直轄河川の管理に関する許認可等 
 

移譲対象事務・権限 

○ 河川等に係る以下の事務・権限 

・河川整備計画に関すること。 

・直轄河川事業等に関する工事の調査に関すること。 

・直轄河川事業等に関する工事の実施の調整に関すること。 

・直轄河川事業等に関する工事の実施設計、施工及び検査その他の工事管理に関すること。 

・指定区間外の一級河川における河川管理施設（多目的ダムを含む。）の操作規則に関すること。

・国土交通大臣の管理に係る河川の維持及び修繕に関すること。 

・一級河川の利用、保全その他の管理に関する事務のうち、河川区域その他の区域の指定、水

利使用の許可その他の規制に関すること。 

事務量（主な業務指標） 

一級水系１０９水系 

直轄管理区間延長１０，５８８ｋｍ 

※北海道開発局の管内を含む。 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『個々の地方自治体の発意に応じ選択的に移譲』 

『国に残すもの』 

○ 国土保全上・国民経済上重要な水系である一級水系に係る一級河川については、国が水

系一貫の観点から、上下流、左右岸のバランスを図りつつ、管理を行っている。特にこの

ような重要な河川については、その管理に万全を期す必要があることから、全国レベルで

集積した技術・経験を活用し、かつ時々刻々と変化する現場の状況を把握しつつ、自ら迅

速かつ的確な対応をとっていくことが不可欠である。地方移譲した場合は、各自治体の財

政事情、組織体制等によって対応の相違等が生じ、上下流、左右岸の治水安全度の整合性

等を損なう場合がある。また、緊急時を想定し、事前に河川管理施設の操作方法等の基準

を定めたとしても、あらゆる事態を想定できるわけではなく、不測の事態が生じる可能性

があるとともに、国の指示等を認めたとしても、国が管理を行う場合と同レベルの迅速・

的確な対応を確保することは難しく、国民の生命・財産に重大な被害が生じる可能性があ

る。 

○ また、日々の管理や大規模災害対応を通じて全国レベルで技術、経験を集積し、管理を

行っていく仕組みを保持することが必要であり、国が唯一その役割を担っており、都道府

県等に対しても、技術的支援を行っている。大規模な水害等に対して迅速かつ的確な対応

をするためには、応急対応や復旧・復興に関する技術や経験を有する相当規模の人員が必

要であるが、個別の地域では、大規模な水害等は稀にしか発生せず、技術や経験を蓄積す

るには限界がある。 

○ さらに、河川管理は、平常時においては、上下流、左右岸等で堤防の高さや整備の優先
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【２－２８（国土交通省）】 

順位、地域や各利水者間で水利使用等をめぐり利害が対立することが多く、また、災害発

生時等においては、排水機場や堰の操作等をめぐり、一刻を争う緊迫した局面での利害対

立が生じる場合がある。このような場合に、一級河川について、国家的見地から調整・判

断を行い、迅速に対応する必要がある。 

○ このような特徴を有する一級河川についての事務・権限の見直しにあたっては、道州制

や基礎自治体との関係、事務・権限の移管に伴う財源のあり方、職員の処遇のあり方など、

政府全体として十分に議論頂くことが必要である。 

○ こうした中においても、一つの都道府県で完結する一級河川については、引き続き国が

管理する必要がある場合を除き、できる限り都道府県に移管するとの考え方に基づき、平

成 20 年 10 月より、都道府県への移管に係る個別協議を実施してきたところである。今後、

東日本大震災や紀伊半島豪雨災害の教訓、社会資本の老朽化問題の顕在化、地方公共団体

からの直轄編入の要望等の直近の状況変化を踏まえつつ、都道府県知事、市町村長の意向

も改めて確認の上、協議・調整を行っていく。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・希望する都道府県への移譲とする。 ・「一つの都道府県で完結する一級河川につい

ては、引き続き国が管理する必要がある場合

を除き、できる限り都道府県に移管する」と

の考え方に基づき、平成 20 年 10 月より、都

道府県への移管に係る個別協議を実施して

きたところである。 

 今後、東日本大震災や紀伊半島豪雨災害の

教訓、社会資本の老朽化問題の顕在化、地方

公共団体からの直轄編入の要望等の直近の

状況変化を踏まえつつ、都道府県知事、市町

村長の意向も改めて確認の上、協議・調整を

行っていく。 

・整備等に必要な財源措置について、平成23

年11月に本会が提出した「直轄道路・直轄河

川の移管に係る財源フレーム案」を検討の

上、国から財源フレームを提示すること。 

 

・ 一級河川に係る事務・権限の移譲に当たっ

ての「事務・権限の移管に伴う財源のあり方

や、職員の処遇のあり方」に関する政府全体

の議論については、内閣府が主導して進めて

いくことが必要。 

・協議にあたっては、北海道特例などの北海

道開発の基本的な枠組みが堅持されること

が前提。（北海道開発局関係事務のみ） 

・北海道知事、市町村長の意見を伺いながら

協議・調整を行っていく。 

全国市長会意見（平成25年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・都道府県の財政状況や組織体制等により、

治水の安全度、大規模災害時の緊急対応に対

する懸念意見があることから、当該河川 

・「一つの都道府県で完結する一級河川につい

ては、引き続き国が管理する必要がある場合

を除き、できる限り都道府県に移管する」と
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【２－２８（国土交通省）】 

の都道府県の移譲について検討する場合に

は、関係する市町村の意見を十分に聴取・反

映させ、それぞれの河川ごとに地域の意向に

基づいて検討されたい。 

の考え方に基づき、平成 20 年 10 月より、都

道府県への移管に係る個別協議を実施して

きたところである。 

 今後、東日本大震災や紀伊半島豪雨災害の

教訓、社会資本の老朽化問題の顕在化、地方

公共団体からの直轄編入の要望等の直近の

状況変化を踏まえつつ、都道府県知事、市町

村長の意向も改めて確認の上、協議・調整を

行っていく。 

・また、一の指定都市で完結する河川につい

ては、必要な財源すべてを税源移譲等により

措置することを前提に、指定都市に移譲す 

る方向で検討されたい。 

 河川法では、第９条第５項に基づき、指定

都市の区域内に存する指定区間内の一級河

川のうち国土交通大臣が指定する区間につ

いては、同法施行令第２条第１項各号に定め

るものを除き、当該一級河川の部分の存する

指定都市の長が事務を行うことができるこ

ととしている。 

 実際に、この制度を活用し、指定都市の９

市において、指定都市の区域内に存する指定

区間内の一級河川の管理に係る事務の一部

を当該指定都市の長が行っているところ。 

 なお、一級河川に係る事務・権限の移譲に

当たっての「事務・権限の移管に伴う財源の

あり方」等に関する政府全体の議論について

は、内閣府が主導して進めていくことが必

要。 
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【２－２９（国土交通省）】 

・直轄国道に係る整備等に関する計画、工事及び管理の実施 

・直轄国道の管理に関する許認可等 
 

移譲対象事務・権限 

○ 直轄国道に係る以下の事務・権限 

・直轄国道に係る道路の整備及び保全（除雪を含む。）に関する計画に関すること。 

・直轄国道に関する工事の実施設計、施工及び検査その他の工事管理に関すること。 

・直轄国道に係る環境対策及び交通安全対策に関すること。 

・直轄国道の保全（除雪を含む。）に関すること。 

・直轄国道の整備及び保全以外の管理に関すること。 

事務量（主な業務指標） 

※北海道開発局の管内を含む。 

○ 事業箇所数（全国(H25)） 

・事業評価対象事業：４７１ 箇所 

・事業評価対象外事業：１，０８１ 箇所 

○  管理の実施状況（H25） 

一般国道及び高速自動車国道のうち直轄管理区間（１７４ 路線、管理延長約２２，６４０km）

を対象に、以下を実施。 

・通行止め発生割合 平均２．３回／100km(H23) 

   １回あたりの通行止め時間 平均１３．８時間(H23) 

・巡回：２日に１回 等、路面清掃：年間１２回（三大都市圏）等、 

除草：通行の安全確保や視認性の確保等を目的に実施、 

剪定：３年に１回程度（高木・中低木）等 

・道路構造物の点検・修繕：５年以内に１回の橋梁定期点検、２～５年に１回のトンネル点検、

点検結果等に基づく修繕等 

○  許認可等の実施状況（全国(H22-H24 平均)） 

・特殊車両通行許可件数：約２３万件 

・道路占用許可件数：約６万５千件 

各府省の回答（平成 25 年５月） 

『個々の地方自治体の発意に応じ選択的に移譲』 

『国に残すもの』 

○ 直轄国道は、高速自動車国道と一体となって、経済・社会活動を支える全国的な大動脈

としての役割を果たしており、我が国の国際物流の太宗を担っている。 

○ こうした役割を果たすためには､国際貨物の通行機能や災害時においても通行を確保で

きる機能、広域的な連携機能などの高い機能や、事故・災害に備えた 24 時間管理や被災し

た場合の迅速な応急復旧などの高い管理水準が必要である。 

○ このような高い機能や管理水準を保つためには、国による広域的な道路管理が効率的で

あり、例えば、現在においても、道路情報の集中管理と広域的な情報発信等を実施すると
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ともに、広域的な管理体制を活かし、国際貨物などの車両通行の許可に対する連携、災害

時の自治体への広域的な支援などを実施しているところである。 

○ このような特徴を有する直轄国道についての事務・権限の見直しに当たっては、道州制

や基礎自治体との関係、事務・権限の移管に伴う財源のあり方、職員の処遇のあり方など、

政府全体として十分に議論頂くことが必要である。 

○ こうした中においても、主に地域内交通を分担する道路については、できる限り地方に

移管するとの考え方に基づき、平成 20 年 10 月より、都道府県・政令市への移管に係る個

別協議を実施してきたところである。今後、東日本大震災の教訓、社会資本の老朽化問題

の顕在化、地方公共団体からの直轄編入の要望等の直近の状況変化を踏まえつつ、都道府

県知事、市町村長の意向も改めて確認の上、協議・調整を行っていく。 

全国知事会意見（平成 25 年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・希望する都道府県への移譲とする。 ・主に地域内交通を分担する道路については、

できる限り地方に移管するとの考え方に基

づき、平成 20 年 10 月より、都道府県・政令

市への移管に係る個別協議を実施してきた

ところである。 

 今後、東日本大震災の教訓、社会資本の老

朽化問題の顕在化、地方公共団体からの直轄

編入の要望等の直近の状況変化を踏まえつ

つ、都道府県知事、市町村長の意向も改めて

確認の上、協議・調整を行っていく。 

・整備等に必要な財源措置について、平成23

年11月に本会が提出した「直轄道路・直轄河

川の移管に係る財源フレーム案」を検討の上、

国から財源フレームを提示すること。 

・直轄国道に係る事務・権限の移譲に当たっ

ての「事務・権限の移管に伴う財源のあり方

や、職員の処遇のあり方」に関する政府全体

の議論については、内閣府が主導して進めて

いくことが必要。 

 なお、バイパス整備後の現道区間について

は、従来、移管に伴う特別の財源措置等を実

施してきてはおらず、今後も従来通りの手続

きで移管を進めることが妥当と考えている。

・協議にあたっては、北海道特例などの北海

道開発の基本的な枠組みが堅持されることが

前提。（北海道開発局関係事務のみ） 

・北海道知事、市町村長の意見を伺いながら

協議・調整を行っていく。 

 

全国市長会意見（平成25年６月） 各府省の見解（平成 25 年８月） 

・都道府県における財源や人材、資機材の確

保や、災害時の迅速な対応、継続的な道路改

良・維持修繕等に対する懸念意見があること

・主に地域内交通を分担する道路については、

できる限り地方に移管するとの考え方に基

づき、平成 20 年 10 月より、都道府県・政令
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から、関係する市町村の意見を十分に聴取・

反映させ、それぞれの国道ごとに地域の意向

に基づいて検討されたい。 

市への移管に係る個別協議を実施してきた

ところである。 

・今後、東日本大震災の教訓、社会資本の老

朽化問題の顕在化、地方公共団体からの直轄

編入の要望等の直近の状況変化を踏まえつ

つ、都道府県知事、市町村長の意向も改めて

確認の上、協議・調整を行っていく。 

・また、指定都市に対しても、必要な財源す

べてを税源移譲等により措置することを前

提に移譲する方向で検討されたい。 

・直轄国道に係る事務・権限の移譲に当たっ

ての「事務・権限の移管に伴う財源のあり方

や、職員の処遇のあり方」に関する政府全体

の議論については、内閣府が主導して進めて

いくことが必要。 

 なお、バイパス整備後の現道区間について

は、従来、移管に伴う特別の財源措置等を実

施してきてはおらず、今後も従来通りの手続

きで移管を進めることが妥当と考えている。
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